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法令・対外関係規程等(約款・協定等)と直接関連のないまた (3) 標 準

は関連さす必要のない管理規程，たとえば，職員管理規程・設 管理規程または基準規程に基づいて，補足的に業務執行の方

備投資管理規程・物品管理規程等がこれに当たるロ 法の細部を参考として，本社においては主管部局長またはその

イ 他の規程と基本事項が重複するため，基本事項の決定権 委任を受けた者が支社長等に対して示すものであって，拘束力

のみを明確に規定するもの がないという点において基準規程と本質的に異なるものである。

対外関係規程の約款等と基本事項が重複するため，管理規程 すなわち，ある標準状態における最良の方法として定められた

表-2 内部統詰Ij規程体系図

内
部
統
制j
規
程

関管
す理
る運
規常
程の
手
順

職
員
服
務
規
料
(管
理
規
制
任)

一l
I
l
l
i
t

-
-

2

完
全
の
確
保
に
関
す
る
鋭
程

(休
日
用
鋭
利)

一il
l
l
i
-
-

-
1
1
1

1
1
3

院
策
特
有
即
鋭
程

一

一
4

規
程
手
管
理
規
制
恒

一
一

5

文
書
管
埋
規
程

一

(文
書

)
一
6

鉄
道
乗
車
一訓
管
出
嵐
山
刊

一

7

職
員
家
族
旅
客
運
賃
料
金
割
引
符
埋
規
住

一
一

-
8

職
員
特
打
開
規
科

一

一

一
9

指
定
職
員
手
管
理
規
程

一

\
職

員
/

一
ω

管
煙
職
員
等

管
理
規
程

/
厚
生

\

一
日
鉄
道
公
安
職

員
基
本
規
程

(管
即
時
鋭
科)

一
一

一
ロ
嘱
託
規
制
M
(管
珂
焼
却
恒)

(
総
記

)

一

一
日
厚
生
業
務
管
理
規
則

位

-

U

経
理
管
副
司川町
制作

一

一

\
経
理

J

江
川
設
備
投
資
管
理
規
程

l
l

f資
材
\
日
山
物
品
竹
山

内
規
則
恒

一
一

口
弁
償
責
仔
検
定
管
閉
店
制
服
組

1
1
1
1
1

1
1

1
1

凶
防
災
管
国
内
規
程

一

丁
I
l
l

i
-
-
m

法
務
管
煙
則
制
作

一

T
I
l
l
-
-
-

ー

ω
事
務
シ

ス
ヲ

ム

管
現
反
料

1
1

l

i
l
i
-
-
m
情
内
常
業
主
口
座
規
程

ー
ー

I
l
l

i

-

-
n

物
品
等
傍
準
化
管
理
規
程

i
l

i
-
-

n
符
業
線
事
管
理
規
程

1
1
1
1
-

-

-
i

l
μ

旅
客
及
び
荷
物
常
業

管
閣
内
規
制
恒

(
蛍
業
制
度
)

l
l

i
l

i
-
-

ー
お
貨
物

常
業
管
押
川
尻町H

i
l
l
i

-
-

お
連
絡
連
特

管
男
規
程

一

(
輸
送

)|
|
|
l
i

l

i

-

-

幻
輸

送
智
瑚
川市
松

一人
運
転
保
安
)|

1
1
1
-
-

羽
運
転
保
安

川品
規
む

一

(
車
両

)
I

l
l

-
-

-
-
m

市
河

品
川理
規
程

寸
ー

I
l
l

i

-

-
ω

紘
路
管
理
規
程

7
1
1

1

1
-
-
-
m

建
造
物
管
埋
規
制
H

7
1
1
1
1

1

1

幻
踏
切
管

理
組
担

「
1
I
l
l
i
-
-
お
建
築
物
竹
辺
境
山

下
1
1
1
1
1
1
1
%
用
地
管
町
内
規
程

備

)
一
|

|

|

お
電
気
管
理
組
回
収

一
I
l
l
i

-
-

お

信
号
管
理
規
程

一

I

l

-
-
u
電
気
通
信
管
理
規
程

一ー

ー
ー
諸
機
械
管
理
規
程

一
ー

i
1
1

m
]

引
宵
理
規
程

「
l
i

l

i
-
-
-

ー

ω
部
外
関
連
玉
事

等
哲
理
組
限

引
船
舶
酌
業
務
抑h
田
正
規
程

幻
自
動
車
業
務
管
閣
内
規
位

刊
日
本
社
事
務
処
理
規
程(管
理
規
将
)

支
社
長
の
業
務
執
行
に
関
す
る
規
程
(
管
理
嵐
斜

規

格

I I 
白船 設

動

車舶

において法本事項の規定を省略する管理規程で. 主 として営業

制度を中心とする管理規程がこれに当たる。

ウ 捻本事項を規定する必要のないもの

基本事項が法律等により完全に規定されている場合等で，内

部規程として基本事項を規定する必要のなし管理規程，たとえ

ば，機械管理規程・建造物管理規程がこれに当たる。

(2) 基準規程

本社においては，主管部局長が総裁の委任により制定する規

程であって，個々の業務の処理方法の基準，すなわち，業務執

行の手/1原および尺度としての基準を定める規程である。基準規

程は，管理規程が主として本社・支社以干の権限を直接的に規

制lするのに対して，ルール化により，間接的に支社以下の権限を

制約することになる。したがって，本社において基準規程を制

定する場合は，支社以下において個々に規定することが全担的

に不利な事項または本社が専門的見地から最良の方法として全

社的に統一することが必要な事項に限定して規定すべきである。

なお，物品等の規格も当然基準規程に相当するものとして規

制している。
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ものであるから，各地方機Ixlの長以下の階!刊の判断により，そ

の地戚(1')な特殊事情に応じて巌も適したものに変更されるべき

ものである。したが っ て，その他J持により，本社で定められた

標準が，支社において本準規程化される場合もあるし，それ以

下の機関の管煙者の判断により J左準規程化されることも jr， るわ

けである。

2 権限関係の明確化

一的に本社と経営単位としての支社との権限関係を規定する

方法には，次の二つが考えられる。

(1) 経営単位としての支社に与えられる権限を限定列挙し，

それ以外の経営管理上の権限は，すべて本社権限とする。

(2) 総合管理のために必要な全社的な権限を，将来予想され

るものも含めて，これらを本社権限として留保し，これら以外

の権限は，すべて支社の権限とする。

現行の本社権限に関する規程は，ほぼ(1)の規定方法によって

いる。すなわち，個々の実施規程に権限を規定し，さらに本社

業務としての規程に包括的な権限とともに，個々の実施規程に

規定しえなかった権限を列挙し，その他についても重要または
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